
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 
熊本県立水俣高等学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
スクール・ミッション、スクール・ポリシーを踏まえ、校訓「自律・敬愛・創造」のもと、互いを
認め、励まし、個性を高めあう教育を推進し、知・徳・体の調和がとれ、自ら考え、学び、夢に向
かって行動する力を備えた人材の育成をめざす。そのため、全教職員は一体となり、教育者として
の使命感と愛情を持って、家庭・地域社会との連携を深めながら、魅力ある学校づくりに努め、本
校教育の充実・発展を図る。 

 

２ 本年度の重点目標 
 

（１）健全な心身の育成 
  ア 基本的生活習慣の確立と社会規範意識の醸成を図る。 
  イ 自主・自律の精神を涵養する。 
  ウ 他者を思いやり、命や人権を尊重する豊かな心を育成する。 
  エ 学校行事等の取組をとおして、帰属意識、協調性、自己肯定感等を高める。 

（２）学力の向上と進路指導の充実 
  ア 授業の充実に努め、「主体的・対話的で深い学び」の実現を図る。 
  イ 基礎学力の定着と「わかる授業」の実践に努め、学習意欲の向上を図る。 
  ウ 教育の情報化を推進し、不測の事態に対応できる学習環境の整備に努める。 

エ キャリア教育を充実させ、将来の目標設定と進路意識の高揚を図る。 
  オ 個々の能力・適性・進路目標に応じたきめ細かな指導に努める。 

（３）保護者や地域社会の期待に応える定時制教育の充実 
  ア 生徒に水高定時制で学ぶことへの自覚と誇りを持たせ、郷土を理解し愛する心を涵養す

る。 
  イ 情報発信と開かれた学校づくりに努め、本校教育への理解と信頼を高める。 
  ウ 商品開発の取組等、地域社会と連携した取組をとおして、社会の一員としての自覚を高

め、視野を広げる。 
  エ 保護者との情報共有を図り、信頼関係に基づいた教育活動に努める。 
  オ 総合型コミュニティ・スクールを活用し、地域と連携した学校運営を図る。 
 

 

３ 自己評価総括表 
    評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学 
校 
経 
営 

 

目標管理

による学

校運営の

推進 

学校目標の理

解と重点指導

の徹底 

スクール・ミッ

ション、スクー

ル・ポリシーに

沿って、定時制

の特色を生かし

た魅力ある教育

を実践する。 

学校ホームペー

ジや学校通信等

を活用して学校

の取組を発信す

る。 

教育活動全般における

目標達成度について、

評価・反省を行い指導

の改善に繋げる。各部

の担当者に役割と責任

を与え、積極的に発信

するように促す。地域

と連携した商業科の取

組を継続させるために

組織的な体制を構築す

る。 

 Ｂ 

スクール・ミッション、

スクール・ポリシーに沿

って、定時制教育や商業

科の特色を生かした取組

ができた。特に販売実習

や商品開発を通して地域

と連携した活動を行っ

た。学校評価アンケート

では、生徒の肯定的な評

価が昨年より増加した。

また、学校ホームページ

や定時制通信を活用しな

がら、学校の魅力を発信

することができた。 

安全で安

心して学

習できる

教育環境

づくりの

推進 

 

安全点検およ

び防災教育の

徹底 

 

事故防止のための

安全管理を徹底す

る。防災に自発的

・能動的に取り組

む態度を育てる。

教室及び施設等の安全

点検を各学期に実施す

る。年度当初に避難経

路を確認させ、消防署

の指導の下、防災訓練

を実施し、生徒の防災

意識を高める。 

Ｂ 

定期的に安全点検を実施

し、必要に応じて対応し

た。年度当初に避難経路

の確認を行った。防災訓

練は水俣消防署において

研修を実施し、組織全体

の防災意識が向上した。 

保健衛生指導

の充実 

感染症予防に対す

る意識を向上さ

せ、ＴＰОに応じ

て臨機応変に行動

できる態度を育成

する。 

チェックシートやＩＣ

Ｔを活用して健康観察

を行い、熱中症等に注

意しながら感染拡大防

止に取り組む。 

Ｂ 

ＩＣＴを活用して毎日検

温等を行い、定期的に教

室の換気を実施しなが

ら、学校内での感染拡大

を防止した。 

 



生徒理解

の推進 
生徒理解と課

題・指導の共

有化と一人一

人の居場所が

ある学校づく

り 

個別・最適な指導

により学ぶ意欲を

喚起させ、自己発

見、自己実現を支

援する。特別な配

慮や支援が必要な

生徒の育成を組織

的に行う。生徒・

保護者と信頼関係

を築きながら登校

を促し、中途退学

者を減少させる。

個別の面談等を通して

生徒理解を深めるとと

もに全職員で支援する

体制を構築する。生徒

理解研修会を年に５回

程度実施して情報共有

を図る。関係機関と連

携しながら合理的な配

慮や個に応じた指導を

行う。 

Ｂ 

毎日の連絡会において生

徒の情報を共有しながら

組織全体で対応する体制

ができた。年間５回、生

徒理解研修を実施し、授

業中の様子や家庭状況等

に関する共通理解を図

り、必要な生徒には保護

者や外部の関係機関と連

携しながら対応した。学

習支援が必要な生徒には

個別に対応した。 

業務改革 業務の効率化 一人に負担がかか

らないように、組

織的に業務を遂行

する体制を構築す

る。ＩＣＴを活用

した業務の効率化

と情報の共有を図

り、ペーパーレス

化を促進する。 

各分掌において業務の

円滑な遂行を検討す

る。煩雑な業務や従来

のシステムを見直すた

めに、改善案の試行を

実践しながらより効果

的なシステムを構築す

る。 

Ｃ 

コロナ禍で中止となって

いた学校行事や販売実習

等を実施することができ

たが、職員の負担が増え

た。各業務に関しては、

ＩＣＴの活用により、ペ

ーパーレス化は進んだ

が、その他の具体的な業

務削減やシステムの改善

等はできなかった。 

働き方改

革 
職員の意識改

革 

超過従事時間の削

減を促進するだけ

でなく、ストレス

なく業務に専念で

きる職場をつく

る。 

特定の職員に業務が集

中しないような分業体

制を確立する。年間を

通して定時退勤、年休

等取得を促進する。 

 

Ｂ 

分業体制は今後の課題だ

が、月４５時間以上の超

過従事時間の職員はいな

かった。年休等の取得を

呼びかけ、以前より取り

やすい環境となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

学 
力 
向 
上 

 

授業力の

向上 

 

公開授業・研

究授業・授業

評価の実施 

全職員が、それ

ぞれ１回以上の

研究授業を行

う。また、ＩＣ

Ｔを積極的に活

用し、一人一台

に対応できる授

業づくりを進

め、新学習指導

要領の主旨に沿

って、主体的な

生徒の学習への

工夫を行う。 

教務部が企画・立案

し、全教科で取り組

む。また他校のリモー

トによる公開授業に積

極的に参加する等、新

たな公開授業のスタイ

ルに即した教師の研修

の機会を確保する。授

業評価の結果を早期に

分析し、授業改善に努

める。また新課程にお

いて求める力を具現化

した評価を行う。 

Ｂ 

研究授業については、全

職員が実施することはで

きなかったが、県教育委

員会学校訪問の際には、

数学の授業で研究授業を

実施した。また、授業に

おけるＩＣＴの活用は推

進されて、情報交換も積

極的に行われた。新課程

に移行して評価方法も大

きく変わったが、その対

応も着実に進めた。 

基礎学力

の向上 

 

基礎国語な

ど、学校設定

科目や基礎科

目の充実 

学校設定科目や

基礎科目で中学

校の学び直しを

行い、基礎学力

の向上を図る。

１年生の授業に

おいてＴ・Ｔを

有効に行う。 

教務部が企画・立案

し、当該年次、当該教

科で取り組む。教師の

授業力を高め、生徒の

やる気を引き出し、主

体的な学習を促す。 

Ａ 

基礎国語をはじめとして

各教科において、基礎を

主眼においた授業内容を

展開し、成果を上げた。

３学期にはキャリアアッ

プ講座を設け、基礎学力

のさらなる向上と定着を

図った。 

 
 

 
 

 
 

キ
ャ
リ
ア
教
育 

(

進
路
指
導)

 

個に応じ

た進路指

導の推進 

生徒個人の進

路目標の明確

化と卒業予定

者の進路決定

と在校生の就

労率の向上 

卒業予定者の進路

保障と在校生の就

労率を５０％まで

高める。商業関係

の検定受験を勧め

る。 

卒業予定者の保護者と

進路面談を実施する。

進路指導部と各担任と

の連携を深める。商業

関係の検定前課外学習

を１週間程度実施す

る。 

Ｂ 

保護者、本人の意向を尊

重した指導を施し卒業予

定者の進路指導につなげ

た。就労率は約６３％と

なった。検定にも積極的

に取り組み、延べ５名が

合格できた。 
進路意識

の高揚 

 

キャリアパス

ポートの活用

や進路関係行

事の実施 

キャリアパスポー

トの活用方法を探

る。各担任より学

期１回程度の聞き

取りをする。進路

セミナーや進路関

係行事等を年度２

回程度実施する。

進路指導部が立案し、

新型コロナウィルス感

染症拡大防止に配慮し

ながら、外部関係機関

と連携を密にして全職

員で取り組む。 

 

 

Ｂ 

新型コロナウィルス感染

症の拡大でインターンシ

ップは中止となったが、

外部講師を招へいして進

路講演会を実施した。ま

た、キャリアパスポート

の作成により自己を見つ

め、思考の履歴を残せる

ようになった。キャリア



サポートの活用は来年度

以降の調査書等に活かさ

れ、来年度が完成年度で

ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生 
徒 
指 
導 

 

社会性の

向上 
登下校時にお

ける交通ルー

ル遵守等の規

範意識の向上 

交通安全教室の実

施、及び交通安全

について日々啓発

することにより、

規範意識の向上を

目指し、交通事故

防止を図る。 

交通安全教室の実施お

よび登下校指導、ホー

ムルーム活動において

啓発活動の内容を充実

させる。 
 
 

Ｂ 

交通安全教室を地元の自

動車学校で実施した。体

験型の内容であり、生徒

は通学方法にあわせてコ

ース別で参加した。今年

度は交通事故発生件数が

０件であり、事故防止の

目標を達成した。今後も

自動車学校との連携が必

要である。 

挨拶、マナ

－、時間厳

守等の基本

的生活習慣

の確立 

挨拶の励行によ

って、気持ちの

良い学校生活を

送れるようにす

る。情報モラル

教育を強化し、

トラブル防止を

図る。 

授業の開始や終了だけ

でなく、学校生活の様

々な場面で生徒間、職

員間で挨拶をするよう

に指導する。情報モラ

ル教育の講演会等を実

施する。 

Ｂ 

全体的に校内において、

声を出して挨拶をする生

徒が増えた。また、校外

学習や文化祭等の行事に

おいても職員以外の方に

挨拶をする場面が見ら

れ、好感を持たれる生徒

が増えた。職員全体で取

り組む必要性を感じた。 

 

健康教育

の推進 
禁煙指導・薬

物乱用防止の

徹底 
 

講演会や教科

「保健」において

喫煙、薬物の根

絶を目指した内

容を取り扱う。 

外部講師を招へいし、

喫煙および薬物の身体

や社会的影響等の内容

に関する講演会を実施

する。 

Ａ 

地元の警察署から講師を

招へいして講演会を実施

した。薬物のサンプル等

を見せていただき、生徒

たちは興味関心をもって

受講することができた。

昨年度は薬剤師の方に来

ていただいたが、様々な

職種の講師を依頼するこ

とで、深い学びができ効

果が上がった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

人 
権 
教 
育 
の 
推 
進 

推進体制

の確立と

研修の充

実 

職員の人権意

識の向上と深

化を図り、生

徒の人権意識

の向上につな

げる。 

校内の年間職員研

修計画の作成と実

施する。年間３回

程度の生徒の特別

活動(ＬＨＲ)等年

間計画の作成と実

施する。 

新型コロナウィルス感

染症拡大防止に注意し

つつ、職員の人権意識

の啓発を図る。人権教

育主任と生徒指導部が

立案し、学校全体で取

り組む。 

Ｂ 

校外の研修に関しては新

型コロナウイルス感染症

拡大防止のため、実施が

限られていた。そのため

回覧等で情報を共有する

ことで研修の一環とし

た。また、別途定時制独

自で生徒・職員向けの研

修を実施した。 

 

「命を大

切にする

心」を育

む指導の

推進 

「命」や「生

きること」の

考察をとおし

た自己肯定感

と他者を思い

やる心の育

成。 

「命」の大切さの

認識や体験をとお

した自己肯定感の

向上と、他者と良

好な人間関係を構

築させる。 

生徒が安心して学校生

活を送ることができる

ように配慮する。ま

た、授業や特別活動に

おいて、生徒が主役と

なり、自分の存在感を

感じることができるよ

うな場面を提供する。

全職員で常に意識して

取り組む。 

Ｂ 

特に「総合的な探究の時

間」や「特別活動」の時

間に生徒が様々な体験を

することで、自己肯定感

を高めることができた。

相手の気持ちの理解や周

囲へ心配り、また、他者

と協働する社会性や自立

心、道徳性が育成されつ

つある。 
教科指導

における

取り組み

の推進 

「分かる授業」

の工夫と改善 

生徒の課題やニー

ズに応じた学習指

導の工夫をする。 

教務部と連携して、

「ユニバーサルデザイ

ンの視点を取り入れた

授業」を目指し、ＩＣ

Ｔを活用しながら全教

科・全職員で取り組

む。 

 

Ｂ 

定時制での多様な生徒が

いる中、学習プリントの

作成の工夫や教えあいな

どより、個に応じて授業

に取り組みやすいような

手立てを講じた。 



 
 

い 
じ 
め 
の 
防 
止 
等 

いじめの

未然防止

と事態へ

の対応 

生徒指導部及

びいじめ防止

対策委員会を

中心とした取

組み 
 

 

いじめを許さな

い学校づくりの

環境をつくる。

ＳＮＳ等によ

る、いじめ対策

として全生徒を

対象に指導を行

う。また、いじ

めの早期発見と

早期解決を実践

する。 

 

生徒会を中心に「いじ

め根絶宣言文」を作

り、全生徒に取り組む

ように指導する。スマ

ートフォンのメリット

や危険性を学ぶ講演会

を実施する。また、 

生徒に担任を通じて

LHR の時間等で「いじ

め」について考えさせ

る。各学期にいじめア

ンケートを実施する。 

Ａ 

定期的に面談や「心のア

ンケート」を実施し、生

徒間でのトラブル等の情

報を把握した。事案に対

しては担任や関係職員だ

けでなく、いじめ防止対

策委員会等を通して組織

的に対応し、解決に導く

ことができた。また、生

徒と保護者に対して、ス

マートフォン等の使用に

関する講演会を開いた。 

 
 
 

特 
別 
支 
援 
教 
育 

生徒の教

育的ニー

ズに対応

した支援

の推進 

個々の生徒に

応じた支援計

画の実施と、

適切な指導の

充実 

支援を要する生徒

への理解を深め、

個々に応じた支援

を推進する。生徒

・保護者の教育的

ニーズを理解し、

合理的な配慮を行

う。 

生徒理解研修や日々の

連絡会をとおして生徒

の実態を把握し、職員

の共通理解を深める。

スクールカウンセラー

やＳＳＷ、専門機関等

と連携しながら、支援

の検討を行い実施す

る。 

Ｂ 

日々の連絡会において、

各学年から生徒の状況を

報告した。また、年間５

回の生徒理解研修をとお

して、生徒の特性の理解

をすることができた。Ａ

ＤＨＤ傾向にある生徒の

事例検討を行ったり、Ｓ

ＳＷの利用についても連

携を密にして生徒、保護

者の利用につなげた。 

 
 
 
 
 

環 
境 
教 
育 

地域と連

携した環

境教育の

推進 

 

「環境首都み

なまた」実現

のための学校

版環境ＩＳＯ

の取組  

学校版環境ＩＳ

Ｏ宣言項目を徹

底し、全日制と

連携しながら取

り組む。また、

教科において循

環型社会の内容

を取り扱い指導

する。 

地域における、ごみの

分別ルールに従い処理

し、コンタクトレンズ

ケース等の回収を行

い、地域活動に参加す

る。 

外部講師を招へいし、

環境教育講演会を実施

する。 

Ｂ 

校内においてゴミの分別

箱を設置した。生徒、職

員とも高い意識を持って

取り組み、日頃から分別

する行動が身についた。

教務部とタイアップして

環境教育講演会も実施し

地球規模で考えるＳＤＧ

ｓを学ぶことができた。 

学習環境

の整備と

推進 

環境美化意識

の醸成と実践

力の育成 

環境整備を意識し

て主体的に取り組

める生徒の育成を

目指す。 

生徒、職員で毎月１回

エコスクール・チェッ

クシートを活用し、環

境整備の意識を涵養す

る。 

Ｂ 

毎月１回、ＩＣＴを活用

し、エコスクール・チェ

ックシートを提出させ、

エコについて意識させ

た。今後は内容の精選が

必要である。 

 

地
域
連
携 

(

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
な
ど)

 

家庭・地

域への定

時制教育

の周知 

 

地域住民に対

する、定時制

教育について

の情報発信 

学校行事を中心に

定時制の教育活動

についての広報活

動を充実させる。

学校ホームページ

や学級通信等を活

用し、保護者や地

域等へ魅力を発信

する。 

学校行事や商業科の販

売実習をとおして定時

制の教育活動の成果を

公開する。学校ホーム

ページを随時更新し、

特色有る取組を紹介す

る。 

Ｂ 

文化祭等の学校行事、ま

た、地域や東京での販売

実習等を通して定時制の

教育活動を紹介した。さ

らに、学校行事や講師招

へい授業等の様子を学校

ホームページや市広報

「みなまた」等のメディア

を通して発信した。 
保護者会の開

催と学校行事

等への保護者

参加の推進 

保護者との連携

・協力体制を構

築する。 

 

新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため、

ＩＣＴや書面等で保護

者の協力を仰ぐ。毎月

「定時制便り」を発行

し、生徒の学校生活の

様子を伝える。 

Ｂ 

新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため毎日の

健康観察をＩＣＴで行

い、保護者の協力を得な

がら家族の体調も報告し

ていただいた。「定時制

便り」を毎月発行し、学

校行事を中心に生徒の様

子を家庭に知らせた。 
総合型コミュ

ニティ・スク

ールとしての

地域との連携

・協力体制の

構築  

教育活動の改善の

ための地域連携体

制を確立させる。

学校運営協議会等にお

いて本校の教育活動の

現状や課題等、また、

防消火避難訓練等の取

組を報告し、地域が期

待する教育の在り方に

ついての意見を聴取す

る。 

Ｂ 

コロナ禍のため本年度は

防災に特化した学校運営

協議会は実施されなかっ

たが、地元の企業と連携

した販売実習や水俣消防

署での防消火避難訓練を

通して地域との連携・協

力体制を構築した。 

 



４ 学校関係者評価 
（１）学校評価結果について 

委員の皆様からは、学校の取組に関して教員と生徒の思いがかみ合っており、成果が出ていると
の好評をいただいた。また、体験入学においても中学生が生き生きと参加する姿が見られた。来年
度からは部活動の見学等を増やしていただきたいというご意見もあった。委員の皆様へのアンケー
ト結果においても各項目において高い評価をいただいた。 
（２）登下校の交通安全や地域周辺の状況等について 
 今後、自転車通学生徒へのヘルメット着用に関する取組をどのように対応するのか、また、学校
プール付近の木が大きく成長しており近隣の住民の方が困られており、対応していただきたいとの
ご意見があった。 
（３）地域への情報発信、及び地域との連携について 
 半導体大手会社TSMCの熊本への誘致に関して、今後学校としてどのような取組をしていくか、ま
た、地元企業の説明会等に関しては学校との打ち合わせや事前の準備を充実させて、工夫していき
たいとのご意見もいただいた。今後は地域の皆様からのご意見を謙虚に受け止めながら、教育活動
を充実させていきたい。 

 

５ 総合評価 
（１）学校教育目標について 
 スクール・ミッション、及びスクール・ポリシーを踏まえ、校訓のもと今年度の教育スローガン
である「何事にも当事者意識を持ち、主体的に行動できる生徒の育成」を念頭に置き、定時制職員
が一つのチームとなって取り組んだ。学力向上に関しては、基礎学力を主眼に置いた授業を実施す
ることで、生徒の理解を深め、出席率や主体性を高めることができた。さらに、検定試験の取組や
学校独自のキャリアアップ講座などをとおして、生徒の学力を向上させることができた。生活環境
等に課題がある生徒や心の悩みを持つ生徒に対しては、SCやSSW等の外部機関と連携して組織的な
対応をしながら支援を行った。 
（２）本年度の重点目標について 

「健全な心身の育成」については、日ごろからお互いの人権を尊重した言動や行動を意識して教
育活動を行った。また、定期的に人権教育のLHRや職員研修を実施した。学力向上に関しては、検
定試験にチャレンジする生徒が長期休業期間中に登校し、自主学習に励む姿が見られた。校外での
販売実習、交通安全教室、定時制通信制体育大会、文化大会、防災訓練、御船町方面への校外研
修、校内文化祭等をとおして主体的に学ぶ姿勢を育成することができた。学校ホームページ、新聞
への掲載、東京銀座館での販売実習等をとおして情報を発信した。また、地域の店舗と連携して商
品開発や講師招へい授業等を行いながら、生徒の体験学習の機会を増やすとともに学校の魅力発信
に取り組んだ。 
（３）自己評価総括表について 
 生徒・保護者への学校評価アンケートの結果は昨年度より肯定的な評価項目が増えた。働き方改
革を意識した業務削減や改善に関しては、まだ十分ではないが、昨年度から導入されたクロームブ
ック等のICT機器を活用しながら効率化を図った。感染対策に関しては、昨年同様にICT機器を活用
しながら、毎日の健康観察を行った。学校ホームページは行事ごとに更新しながら、タイムリーな
情報をわかりやすく発信した。また、昨年より生徒や保護者の意見を聞きながら校則の見直しを実
施している。学力向上に関しては、支援が必要な生徒に対してティーム・ティーチングで個別に対
応するなど、生徒が主体的に授業に取り組む姿勢を育成した。生徒指導に関しては、毎日の情報交
換や定期的に行う生徒理解研修をとおして職員全員で情報を共有しながら組織的に対応した。人権
教育に関しては、学期ごとに学校独自のアンケートを実施していじめ防止の意識を向上させた。環
境教育では、エコスクール・チェックシート等を利用しながら美化意識を向上させた。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
（１）感染対策の改善、生徒の心身の健康、及び安全な学校づくり 
 ア 新型コロナウイルス感染症の扱いが変化する中で、学校生活においてもマスク着用等に関し

て、お互いを尊重する雰囲気をつくる。感染者等への配慮や人権意識を持つ生徒を育成する。 
 イ 日常から担任だけでなく、組織全体が生徒の出欠状況等を把握できる体制をつくる。外部団

体と連携しながら、生徒や家庭を支援する体制を構築する。 
 ウ 防災意識の向上、及びいじめ等がない安全な教育環境の整備に引き続き取り組む。 
（２）新学習指導要領の充実とICT機器の活用 
 ア 新学習指導要領が２年目に入るため、昨年度の反省を生かしながら、各教科で評価に関する

３つの観点を明確化させ、授業改善につなげる。定期的に研究授業を実施する。 
 イ 一人一台端末の活用をさらに発展させながら、生徒の学力向上に加えて家庭への情報提供を

今まで以上に円滑に行う。 
（３）地域との連携の強化、及び継続 
 ア 今まで以上に、学校の取組や情報等をタイムリーに発信する。 
 イ 地域を担う人材育成、及び現在の取組を継続的に実施できるような組織や体制を構築する。 
  

 
 


